
支払基金に申請し、国の承認が必要納付猶予 不　要

 

組合会の議決は不要

※組合の規約、内部規程等に基づき対応。

平成31年度の介護納付金算定に係る事務誤り事案を踏まえた対応策の選択肢（組合はいずれも選択可能）

不　要

　　　　　　無　し

※規約に予備費の費途が示されていない場

合も活用可能。

無　し

必　要

        理事長専決により可能

※今回は緊急を要するものとして、組合会

の議決は不要（組合会には事後承認）。

※限度内部分を活用する場合は、2020年度

における準備金の積立等を求めない等柔軟

な対応を予定。

組合予算の変更 組合内手続き 国：支払基金における手続き

予備費の活用

予算変更の届出準備金の活用


